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低開発国の工業化と経済発展

松井 清

1 :;( J~ クセの理論

第2次世界大戦後，これまでの植民地・従属国の政治的独立が相次いでおこ

なわれた。ところがこの政治的独立を裏づけるべき経済的自立は，必ずしも成

功しているとほし、えない状況にある。実に数多くの低開発固開発論が出版され

ていること自体，そのこと春物語っている。この小論では，これらの理論の流

れの大すじを lつの視角から観察してみたい。

やはりこの問題についても， 50年代に大きな役割を果したヌノレグセから出発

するのが適当であろう九

ヌノレグセは「均衡のとれた成長」という，社会主義まがL、の概念を打出して

いる。かれは停滞の原因として，低開発国の弱い投資誘因，別の言葉でいうじ

狭い国内市場の問題に言及し，それからの片口を求める。狭い市場によってひ

きおこされる困難は 1つのあるいは少数の企業だけから出発しようというこ

とによっておこる困難である。少くとも原理上は，広範囲の異種産業に多少と

も同時的に資本を使用することによって，その困難は消滅する，とし寸風にヌ

ノレクセは考えるのである。すなわちここでの結果は，全面的な市場の拡大であ

る。大量消費を賄っている大部分の産業は，相互に市場を提供しあっている。

「均衡のとれた成長」を主張する根拠は， I均衡のとれた食事」に対する必要

性に依存しているのである九

だが均衡のとれた成長は，どのように Lて得られるのか。普通の価格誘因は，

少しづっそれ巷もたらτかも知れないが，ととでは技術的不連続性が重大な障

1) R. Nurkse : Problems of Catital Form耐'"岬 Undera尼崎lotedCo附~t'Yies. 1953 ヨ|用d土

土屋六郎訳「後進国の賢本形成Jによる。
2) 前掲書. 17へーク。
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害となる。そのうえ緩慢な成長では，人口の圧力の存在するところでは，充分

であるとはし、えない。とこでヌノレグセはγュ Yベーターの「経済発展の理論」

に言及している。周知のようにこの理論は，革新を遂行し，新商品を生み出し，

そして生産要素の新しい結合を工夫する創造的企業家，またはむしろ可成り多

数のかかる企業家およびその模倣者達の行動に対して，中心的な役割をわりあ

てている。たとえ革新がいつも 1特定産業に始まりがちであるとしても，最初

の投資の貨幣問効呆は，或る範聞のいろいろな産業に，新しい資本使用の波を

促進させるようなものである。市場の困難及びそれが個々の投資誘因に課する

妨害は，多〈の単種産業に行われる投資ヒ基肉する動態的な市場の拡張とし、う

手段によって，取り除かれるか，または軽減される。どれか 1つの産業の成長

率ほ，必ず他産業の成長率によって左右される。だが需要・供給の弾力性が，

生産物によって異るから，当然若干の産業は，他の産業よりも急速に成長する

であろう o 資本を広範囲の活動に使用することによって，一般的経済能率水準

は上昇し，市場の大きさは拡大する。

いまここで論じられているのは，資本が低開発諸国にもたらすことのできる

技術的貢献ではない。それは結局問題の工学的側面にすぎない。経済的側面に

関連しているのは，単に物理的生産力だけではなく，価値生産力である。そし

て価値生産力は，どんな個別事業にとっても，潜在的消費者の貧困によって制

約される o 資本の技術的・物理的生産力は，経済的観点からは，市場の総体的

大きさを拡大し，個々の投資誘因を全般的に増大させる均衡のとれた成長によ

って初めて実現できるのである。

γ ユ γベーターの経済発展の理論は，基本的には西欧資本主義の発生と成長

に適用される傾向があったロそれは必ずしも同じ方法で他のタイプの社会に適

用できるものではない。他の形態の社会では，経済的停滞のもつ支配を打破す

べき諾力が，ともかく最初のうちは或畠程度計画的に組織的に計画されなけれ

ばならない。たとえば日本の初期の産業発展にあっては，国家が犬きな章新者

であれかつ広範囲にわたって，産業の先駆者であった。



低開発固の工業化と経済発展 (3) 3 

経済的進歩の諸推進力が，計画的に組織さるペきであるか，或いは私的企業

舟行動に任せらるべきであるかは，もちろん重大であり，大いに議論せられた

問題である u ヌノレグセの見解に上る1:.それは本質的な方決の問題である。ヌ

ノレクセは明確にはのベていないけれども，大規模の公共投資計画は，しばしば

大きなアンパヲ γスを生みがちであり，必ずしも賛成でなく，私的企業の活躍

に，より大きい期待をよせているように思われる。

ヌルFセによると，低開発固において市場の大きさが限定されていることは，

冒際貿易の量に，対外投資の形態に，そして国内貯蓄の使途に，重要な影響を

あたえている。

市場の大きさは資本の使用に対する誘因の決定因であるだけでなく，国際貿

易の基本的決定因でもある。後進的農業国は，低い生産力水準，したがって低

い生活水準のために，周知のように，世界貿易のわずかな部分壱占めるにすぎ

ない。概していえば，先進工業諸国は，相互に最良の顧客となりあっている。

国際貿易理論におよぽしたケイ Yズ派経済学の主たる影響は，次0)事実を強調

することであった。すなわち，工業諸国聞の貿易量は，これら諸国の雇傭並び

に有効需要の状態に密接に依存しているとし、うこと，及び園内経済が不況であ

れば，外国貿易が活糠でありえないということの 2点であヮた。とれは重要な

点、ではあるが，最も根本的な点ではなし、。長期的にみた国際貿易量のいっそう

重要な決定因は「市場の大きさ」であれ生産力の水準である。市場を拡大す

る手段として，また資本投資を通じてのいっそう高度の生産力への誘因壱刺戟

寸る手段として. I均衡のとれた成長」は貿易を拡大する本質的基礎である。

だが貧しい国がその国内経済の「均衡のとれた成長」及び「多様化」に賛成

して提起する理由は，必ずしもよくうけいれられてはいない。しばしばはっせ

られる疑問は，それが比較的優位の原理に背を向けることにならないかという

ことである。これら低開発諸国は，なぜ国際特化の法則にしたがって，その第

1次生産物を輸出し. I均衡のとれた食事Jに必要な財を輸入すること壱押し

a進めないのだろうか。ご〈簡単にヌノレグセがこの疑問にあたえている解答は次
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のとおりである o 均衡の概念は，固と国との間にあてはまるだけでなく，世界

中の個々の国の内部にもあてはまる。ある園が特化の法則にしたがって，輸出

向け第 1次生産を拡張するととは，次のような条件を満さなし、かぎり，世界市

場の不利な条件にぶつかりやすい。条件凸、うのは，西欧において人口・生産

力の両者が急速に伸張し，素材原料に対する合成代用品がまだ発見されず，し

かもイギリスが保護関税を撤廃して，若干の自国産業を国際特化のために，放

棄することを決意した 19世紀の時代のように， 工業国の需要がたえず拡大す

ることである。現世紀では事情が一変した。第1次生産物に対する工業国の需

要は，やや不振を呈してきている。しかも，最近の原料フ。 ムにも拘らず，こ

の不振状態が永久になくなると L、う確実性はすこしもないのである。

第 1次生産物の輸出をその非弾力的な，しかも多少静態的である需要にさか

らって推しすすめることは，長期的発展にとって有望な方向ではない。ヌノレグ

セによると，このような条件の下では，低開発園の経済成長は，大部分園内市

場向けの生産物増加の形をとるべきだという己とになる。そしてこの発展が，

生基力したがって実質的購買力水準壱上昇させるかぎり，長期的にみてそれは

国際貿易の成長壱阻害 Fるどころか，却って助長させる傾向をもつものである。

ヌルクセは古い比較生産費原理は静態的に理解されるべきでなく，動態的に理

解されるべきであるという。園内市場の強調は，決してアウタノレキーをいみす

るものではない。

以上簡単にみてきたヌノレクセの見解は， 少<1::も 1950年代の学界では， 主

流的な地位を占めていたとみて差支えなかろう。ここでは言及しなかったけれ

ども，ヌノレクセは工業化の源泉を，農村に存在する余剰労働力と余剰農産物に

求めている。そしてその工業製品の市場もまた農村であり，ここに園内市場本

位の「均衡のとれた成長」が実現するという。ー応つじつまのあった議論であ

るが，少しく立入って考えてみると，若干の欠陥につきあたる o それは次にみ

るミントも指摘しているように，農村から余剰労働力と余剰生産物をねき出す

ためには，どうしても農業生産力の引上げが必要であるのに，ヌノレグセはその‘
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点に触れていないo また低開発国の急速な成長のためには，技術水準の向卜が

4必要であり，技術水準の向上のためには， ドップが繰返し主張しているように，

重工業の優先が必要であるに拘らず，ヌノレグセは労働集約的な軽工業と農業の

バラ Y スド・グロースを考えていた。

E ミントの理論

ミY トの学説には，いろいろの要素が含まれているが，ヌノレクセの見解が大

きく影響していることはたしかであるヘ ミY トによると，これまでの多くの

理論が，製造部門だけの均衡成長を取扱っていたのに対し，新しい理論は(ヌ

ノレグセもそれに含まれると思われる)， 農業と製造工業との聞の幅広い部門間

の均衡一一一方の部門が他方のために市場を提供し，かっ必要な要素を供給す

るといった部門聞の均衡←ーに重点を移してきてい君。それゆえ均衡成長理論

は，低開発国が比較的有利な輸出用第1次生産物に特化すべきだとし、う古典的

理論，並びに，低開発国が総力をあげて工業化推進に乗り出すべきだという近

代的見解の両者に対する両刃の批判とみなされうる。

ミY トによると，工業化は，低開発国の人々からは，経済発展の同義異語と

みなされてし、る o 彼らは農業が本来製造莱ほど生是主的でないと感じており，ま

た総労働力の大部分が第 1次生産に従事してし、ることで特徴づけられる彼らの

固の現在の経済構造は，何となくいっ方に備し 7'/パ 7ン月であるから，製

造工業に向って総力をあげて推進することによって是正さるペきだと考えてい

る。

だがし、ったん均衡成長の経路のアプローチを体系的に適用しようと試みると，

製造部門拡大のため一方的な推進舎はかるべきだ』いろ議論の弱点のいくつか

を発見することができる。ミ y トはし、う。まずはじめに労働その他の資源の犬

部分が農業に使用されているからといって，それだけの理由では，低開発国の

3) H. Mint : The Economics 01 the De四 lopingCou叫 V附 1964;結域外邦訳「低聞昌国の経酒

学」第8章以下。
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農業と工業との聞に「不均衡Jがあるというととはできない。本当に意味があ

るのは，両部門に使用されている現在の資源の割合ではなく，両部門の生産高

の将来の伸び率である n その労働の大部分が農業に使用されているという事実

は，農業の生産性が低いということ，および経済その他の分野における非農業

労働者を支えるためには，多数の農業労働者を必要とするということを意味す

るものにほかならない。しかしこれは，単に農業から製造業に労働を移転しよ

うとはかるだけで，是主しうるものではない。事実，同時的に農業部門の生産

性が高められて，多数の工業労働者を養いうるようにならなければ，この移転

は可能にならぬのである。均衡成長の経路の論理を前提すれば，経済全体の伸

び率は，その動きのおそい構成部分の伸び率によって決定される。財を海外か

ら輸入するとしても，その伸び率は，究極的には，農業部門の生産高の伸び率

のいかんにかかっている o 農業技術を一定とすれば，総生産高が不変のままで

あるのは，農地に対しひきつづき同ーの総労働量が注入されるという条件の下

においてだけである。 ζのことは，余剰労働者が取除かれたのちに，農地に残l

る人々が，以前と同ーの総労働量を維持するために，とにかく余分の仕事をす

るように仕向けられねばなちないということを意味すz。この問題ほ，われわ

れが，一定の総農業生産高を維持したり，余剰食糧をー同きり移転したりする

だけではなしに，農業部門からたえず拡大する余剰食糧でもって，製造部門の

ますます拡犬する労働を養わせようとするとき，支配的な重要性を帯びてくる。

ヌノレクセはこの点を見落していたのである。

次に農業部門の生産高拡大の問題には 2つのアプローチがある。第1は農民

をして彼らの販売可能な余剰を拡大する気をおこさせるための，積極的な経済

的誘因を与えるやり方である。このためには，消費財のますます拡大する流れ

が，魅力的な条件で，農産物と交換のために利用可能でなければならない。こ

の場合の均衡成長関係は，農業部内と消費財部門との同の関係というこ bにな

る。第2は農業部門と資本財部門との聞の均衡成長関係である。農業生産を拡

大するために，主として濯甑，動力，機械などの資本財や，肥料・種子その他ι
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の投入物と農産物との交換関係である。ミントはこれを「共産主義モデル」と

呼んでおり，いわゆる重工業優先のやり方である。

形式的には 2つのアプローチの差異は，前者が需要面での相互依存性壱強調

するのに，後者が供給面での相主;依存性を強調することにあると思われる。し

かし， ミV トによると，より根本的な差異は，いまのベたように，一方が農業

と消費財部門との均衡関係を強調するのに対して，他方が農業と資本財部門と

の聞の均衡成長を強調する点にある。またこれらの差異は，積極的な経済的誘

因壱用いるか，または強制的な経済的圧力を用いるとしづ差異，および現在の

消費を選ぶか，または将来の成長率を選ぶかという態度の相異壱合んでいる。

こうした 2つの7プロ一千巷あげてのち，ミ y トは，低開発国の経験から半J

断するかぎり.第1，第 2t 、ずれのアプローチも，単独では成功しそうにない

とのべている。実際問題としては，地方的環境に適するような，両者の効率的

結合を発見することに努めることである，というのがミ Y トの到達した結論の

ようである。

以上のようにみてきた限りにおいて， ミソトの見解は，ヌノレグセの見解の線

上にあるものであり，ヌノレクセ理論の内部に存在する欠陥に小さな訂正をあた

えようとしたものである。 1950年代を支配したヌルグセ理論も .60年代に入っ

て漸く反省されはじめたということができるであろう。

ヌノレクセ理論から生れてくる実際的な帰結は，低開発国の農業と消費財工業

に対する先進国の重工業の国際分業であり，帝国主義の段階に入って，その産

業の中心が重工業に移行した先進国の要求に答えるものであるといえよう。ミ

ントはそれに若干の修正をほどこし，重工業と軽工業の，いわゆる混合方式を

示唆しているようである。しかしいわゆる混合方式なるものが，危機の段階に

おけるごまかしにすぎず，その本質は資本主義方式と少しも変ら血ことは，す

でに理論的にも歴史的にも実証ずみである。要するにヌノレクセやミ Y トのいう

「均衡のとれた成ー長」なる概念は，そのエレガy トなスタイノレにも拘らず，新

植民地主義に奉仕するイデオロギーであるというべきである。
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E ハーシュマンの不均衡成長論

ミY トのヌノレグセ批判は，いわばヌノレグセ線上にた司た批判であり，同じ〈

均衡成長の理論ということができょう。これに対してハージ ι マY の理論は，

ヌノレグセ=ミ γ ト理論に真正面から対立するものであり，自ら不均衡成長の理

論とよんでいる。簡単にとりあげることにしよう。 I議論壱始めるに当ってわ

たくしはまず読者に，自分の立場が『均衡成長」理論に心から反対するもので

あることを警告しておきたい。わたくしの反対するところをちょっと述べさせ

ていただくならば，わたくしが発展問題について，わたくしなりに，明確な観

点をもちえたと自覚したのは，実のところ，均衡成長理論に同調することがわ

たくしには本能的にできなかったからである。この点についてしばらく体系的

に述べるのもあながちむだではないであろう oJ4)

幾人かの学者が均衡成長論をとなえた。ローゼ'/Vュタイ γ ・ロダγ，ヌノレ

グセ，ノレイス vトウスキ，そしてハージュマY以後においてはミ Y トなどで

ある o この理論は，一面においては，発展をとげつワある経済が供給面の諸困

難を排除するために，各経済部門の間で歩調を合わせる必要があると説く。他

面均衡成長の必要が需要面から導かれる。それによれば，ある新しい事業

冒例えば靴工場ーーが低開発固で単独に発足したとしても，それは結局失敗に終

るであろう E説かれる。すなわち，靴工場の労働者，従業員ならびに所有者は，

明らかにその工場の産出量の令部は購入しない。またその国の他の市民は「低

開発均衡」におち込んでいて，彼らの購買力は彼ら自身のつくるわずかな産出

量を購入するので精一杯である。したがって発展を可能にするためには，多数

の新産業が一時にかつ同時におこれ各産業の労働者，従業員，所有者がそれ

ぞれの購入を通じて，相互に顧客となりあうととが必要であると説くのである。

ノ、-V=<.，"?"-:/はこのような理論に批判を加える。かれによると，発展とは経

済がある型から他のさらに進歩した型に変化する過程をいみする o しかるに

4) A. O. Hirschman : The Strategy 01 Econo附 G Develotme叫， 1958 麻田四郎氏邦訳「経済
発展の戦略J51ベージ。引用はこの邦訳巳よる。
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「低開発均衡」をどこかで打破することは，困難だと考える均衡成長理論は，そ

のような変化の過程を初めから望みえないものとしてあきらめるのである。均

衡成長論者は，全く新しいしかも自足的な近代工業経済を，停滞的でしかも周

じ〈自足的な伝統的な経済部門の上に積み重ねな付ればなら向との結論に達す

る。その場合セーの法則が両部門でそれぞれ独自に作用すると考えられている。

もはやそれは成長と呼ぶに足るものではない。何か古いものの上に新しいもの

巷継ぎ足したものできえない。これは主'!<に三重発展形態 (duaHsticpatte:m of 

d.evelopment)である。ハー γ ュマゾは，これは社会的観点からも，経済的観点

からも，いずれも失敗であるという。

さらにハージュマYによると，発展の仕事が余りにむづかしいことそれ自体

が，彼らをそのような現実逃避的な解決に追いやったことになる。低開発国開

発の仕事が余りにもむづかしいので，それら一切の低開発性に手壱触れること

なし全く新しい型の経済を夢想しようとする誘惑が強什跡、たのである。均

衡成長理論でもっとも奇妙に感じられるのは，低開発経済のもつ潜在的素質に

対しては，敗北主義的態度をとるに拘らず，その創造的能力には完全に非現実

的な期待をかけていることである。均衡成長理論を現実に適用するには3 膨大

な量の企業者能力，経営能力が必要である。ハーシュマンは，それが低開発国

では，きわめてわずかしか供給されないものであるとい5。そのような平屋建

の経済が，自力もしくはわずかの外国り援助によって z階建の経済骨建設しう

るととは，とうてい考えられないところである。

均衡成長理論によれば，固家の役割lというのは，多数の企業に投資の同時性

を確保することであり，また，それが個別企業の成功に必要なのだと考えられ

てきた。彼等は次のように考える。 (1) 原子論的私的生産者は，彼ら白身の経

済活動から生み出される外部経済を享受しえないこと， (2) 彼似れ、ろいろな

反作用によって，結局彼等自身が，他企業にとっては外部経済であっても，自

分にとっては内部経済であるような利益の享受者になるという関係を予見しえ

ない。だから生産活動は，あたかも単一の「トラスト」内で行われるかのよう
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に結合され，あ央集権的に計画されなければならなし、。この理論はあるいみに

おいて均衡成長理論の変種である。すなわち，もし 10個の事業計画が結合的に

実施されるならば，各計画は互いに需要面で支持し合うことになれ各企業の

有利性はそれぞれ単独で実施される場合にくらべて増大するというのである。

ノ、ーシ ι~yによると，己の議論は議論としてはEしいが，低開発国の現実に

合はないとしている。

以上が慣単にみた〈 γ ュマ Y の「均衡成長」に対す志批判である。そして

「不均衡成長」という 1つの提案を行うのであるが，それは均衡成長の理論に

対する批判のなかから出てきていること勿論である。それほど厳密でない均衡

成長の理論は，経済成長が順調に進むためには， 各経済部門がある比率(必ず

しも同率であることを意味しなしつ壱保っていっしょに成長することが必要である

と主張する。すなわち，いかなる経済部門といえども，需要面の考慮からでな

し供給もしくは「構造的」側面からの考慮によって戦列から余り飛び出しす

ぎてはならないとい、うのである。

もしこの場合成長をとげた経済を 2つのちがっ Jた部門で観察すれば，当然の

ことながら，発展が非常に多〈の経済部面で行われたことに気づくであろう。

工業と農業，資本財工業と消費財工業，それらはいずれも年平均増加率で成長
手

している。しかしそれぞれの経済部門がその平均増加率で成長したのではない。

ちょうど市場が，生産費削減的革新の導入や新製品ならびに輸入代替品の出現

によってひきおこされる産出量の「不均衡J発展を，需要面におし、て吸収する

ことができるのと同様に，変動による前方庄)J(forward thrusts)が供給酉で断

ちきられたのである。というのは価格変動の発生，ある種の一時的不足，国際

収支面その他における不均衡によって，投入物がその利用者に再配分されるか

らである。発展が実際にそのように行われたことはし、うまでもない。すなわち

成長は経済の先導部門から後続部門へ， 産業から他産業へ，またー企業から

他企業へと伝播する o ，可、換えれば 2つのもがった時点でうつした 2枚のス

チーノレで不される均衡成長は，ある部門が他の部門へ追いつくにいたった一連
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の不均等発展の結果なのである。このようなジーソー的発展が，なぜ「均衡成

長」よりすぐれているかといえば， γ ーソー的発展には投資決意を誘発する余

地がかなり残されているか色である。

古典派経済学は，成長過程の不均衡についてあまり積極的な見解をのベてい

ない。そのわけはかれらは，価格や利j閏動機をそれぞれ信頼していたからであ

る。しかし，その反面，古典派経済学に対する批判者たちは，常に，そのよう

な「市場的諸要凶Jが適当な強さと速度で作用しない事態の存在することを指

摘していた。

これらの見解に対して〈ーンュマ y は，不均衡成長によって始動されるこの

貴重な発展機構を犠牲にすベきでないという。不均衡状態が発生した場合，市

場要因の作用だけで均衡が回復するかどうか，とし寸問題号たえず評論してい

たというのが，従来の経済学の伝統であった。確かにそれは面白い問題である e

しかしハーγ ェマンの主張するところは，社会科学者はもっと大きな問題，す

なわち，いやしくも不均衡の状態が是正されるのは，市場的要因と非市場的要

因のいずれによるか，それとも両者の共同作用によるのか，という問題を取上

げねばならぬというのである。市場要因が適切にその任務壱遂行しない場合，

殆んどきまったように干渉主義的経済学者がのり出し，また国家当局が動き出

してくるという事実は，困難を乗りきるためには，価格の動きと利潤極大作用

にだけたよるべきではないことを立証している。

以上みてきた不均衡成長の理論は，たしかに均衡成長の理論の号車、一面をつ

いている。そもそも資本主義経済の下においては，均衡のとれた成長などとい

うことはありえず，均衡成長論者のとくところは，ひとつの理想図に寸ぎない。

資本主義の経済発展は，まさにハーシュマYのいうように不均衡発展なのであ

る。しかし不均衡発展でも，その先導となる部門が重工業となるか，軽工業と

なるかは，きわめて重要な問題となろう。このようにみてくるとハーシュマγ

の理論は，ヌノレグセ十ミントの理論の足らないところを補うという意味をもっ

ている。しかしそれはもちろんプルジョア経済学の内部においての問題である。
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われわれは次に社会主義の立場からする重工業優先をといたドップを観察する

ことにしたい。

N ドγブの「開発と成長の経済学」

ノ、ーシュ"7:/の「均衡成長論」批判にはj ある点でたしかに当っているとこ

ろもある。セーの販路説と関連壱もった均衡成長論では，発展の出発点となる

べき契機をもとめることができないのである。けれども今度は逆にハーシュマ

γ 理論にも欠けた点がある。それはいったいどのような経済部門に成長の出発

点を求めるべきであるかが，必ずしも明瞭に打出されてし、 yょいという己とであ

る。ヌノレクセやミ V トは均衡成長の理論であるとはいっても，暗々裏に消費財

工業と農業左の均衡成長を主張していたことは，以上みてきたとおりである。

「均衡成長論」あるいは「不均衡成長論」を分けτ考えるならば，ここで取

上げるドップ')の主張は，そのいずれでもなしまたそのいずれでもあるとい

うことができょう。すでにいくつかの著書で明らかにしたように，かれは社会

主義計園経済の立場から，重工業優先をといているのである。ここではもっと

も新しい小冊子「成長と開発の経済学」によって，簡単にかれの主張にふれて

みたい。

この書物は第5章で次のようにのベている。 r戦後，低開発諸国にかんする

国際連合の出版物，開発にかんするアメリカの教科書，学術雑誌の論文のなか

で，特殊め理論が展開された。すなわち，生産方法の選択と，各種工業と各種

生産部門の成長の型と開発が通過しなければならない連続的な段階にかんする

原理壱同時に確立したと主張する理論がそれである。」四〉

この理論を簡単に解説すると，それはつぎのようになる。低開発諸国はおう

おうにして資本の激しい不足と過剰労働がその特色である。このような環境の

下では"新しい投資資金は，節約して使われねばなら自し，また極大の効果を

。M.Dohb EGOnomic Growth帥 dU吋 erdevelopedCo刷 tnes.1963 宮本義男訳「成長と閣
尭の経済学」。引用はこの邦訳によった。

6) 前掲書a 邦訳.80ベージ。
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生むように使用されねばならね。このことは，投資が高価な機械や最新式の，

もっとも能率の高い技術方法に向けられるのではなしでさるだけ価格が最低

の道具を労働にあてがえさえすれば，もっともうまく達成しうるであろう。と

いうのは限られた資本で， ζ のような道具がし、っそう多く使用され，そのお蔭

で，いっそう多〈の労働が雇傭されるからである。その結ー果，総生摩高はいっ

そう大きくなるであろう。したがって比較的数の少いトヲグターやコ yパイ γ

壱農業に使用する代りに，比較的低L、生産水準で多くの労働を雇傭することの

できる型を供給する方が，いっそう経済的であろう。また次の結論が生れた。

すなわち開発に際しては，労働に比ベて比較的少い資本しかいらない，即ち近

代経済理論の言葉でいうと，資本・労働比率の低い，マノレグスの言葉でいえば，

資本の有機的構成の低い工業(資本・産出高比率=資本・労働比率ム労働の生産性)

がえらばるべきである。したがって少くとも，最初の段階では，近代的な機械

を設備した工場制工業よりも，手工業や家内工業の方が，重工業よりも軽工業

の方が，好ましいというのである。

理論的にいうと，これは限界生産カ理論と比較生産費理論とが密接に結びつ

いたものであった。前者によれば，比較的稀少な生産要因の価格は，高〈なる

傾向にあり，比較的豊富なものの価格は低〈なる傾向がある。この場合では，

豊富な要因は労働であれ資本は稀少である。したがって比較的労働を使用ず

る(または労働集約的な)生産方法や工業に力を入れていることになろう。そ

して，比較生産費論カ九、つも主張している上うに，とれとそ一同の資源を使用

するもっ kも経済的な方法なのであるの そうする方が， そして， このような

工業生産物の一部壱輸出して，それと交換にたとえば機械を輸入する方が，圏

内で生産寸る際に労働や資本壱「不経済的」 に使うよりも， はるかにましで

ある。

このような考え方を基礎にして，いわゆる開発の段階理論が構築される。ま

ず最初に一国では，かなり原始的な，いわゆる労働集約的技術と，本来少い資

本と. i!¥O ¥、資本・労働比率と資本・産出高比率の低い工業に力をいれるc 時間
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がたって，資本が蓄積され，過剰労働が雇傭にひき入れられ畠につれて，もコ

と「資本集約的」な型の工業を開発することができる。最後に，成熟し開発さ

れた国々の層に加わると，この国は資本殿の生産に方向転換し，食糧や原料，

または工業消費財すらも，もっと低し、開発段階の国々から輸入する乙 jとができ

z 。とれとそ資本主義閏の伝統的な開発の順序なのである。

ドッフ守によると，この論法は本質的に静態的な観点に論拠を求めており，そ

れからは成長における若干の決定的な要因が除去されている。こういった静態

的視点あるいは比較生産費説的視点に対して，ドッブは動態的視点または成長

視点を張調する。それはソビエトの経験に立脚した，重工業優先の政策である。

一般的に表現すれば，現在のし、かなる潜在的投資力も，この潜在的投資力をさ

らにいっそう増加させる生産方法や生産系列に集中さすべきだということであ

る。制限的な要因が資本財(機械および建設材料)を生産する工業の産出能力に

あるかぎり，この工業部門(マルクスの第1部門〕に向けられる割合が大きけれ

ば大きいほど，将来の可能な成長率はますます高くなるであろう o これは新し

い工場，発電所，製鋼所を建設し，装備するより多くの鋼や機械の産出高か1ヰ

来えられるという簡単な理由のためである。この限りでは，より多くの工作機

械は，自動織機や靴の爪先の型よりずっと成長を誘導するであろう。

制限的要因が，生産者たち自身がその消費をみたしてあとに残る，利用可能

な食糧やほかの消費財の剰余にある限りでは，きわめて低い生産性の「労働集

約的」技術に投資することは，たとえそれが即座により大量の雇用を提供する

ことができるとしても，成長の視点からいって最上の政策ではないであろう。

反対に，たとえ費用が高〈ついても，いっそう生産的で，労働者 1人当りでよ

唱高い生産性の水準を達成することによって，剰余生産物をいっそう大きくし，

それによって，より多くの労働力が他の経済部門で雇用されるようにする，そ

ういう技術が選ばるべきである。 Iここからつぎの結論がでてくる。すなわち

投資総計または投資率については，それがどのように使われるかということを
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投資問題にかんするソビエトの著作家ア・イ・ノートキンは，実質的には同

じ論点壱以下の例で例証した。 20パーセントという初期の投資比率(国民所得

に対する純投資の比率〕と 2.5とL、う資本・産山高比率を使って， 投資比率が年

竿 10/0高められるなら，人口 l人当りの消費水準(人口は年々300万だけ，または

約1.5%だけ増加しズゆくものと仮定される)は7年目以後は，投資比率が不変にと

どめられていたか，または 10/0引下げられたかのいずれの場合よりもいっそう

高くなると説明されている。表には簡単化のため，それぞれの場合に，最初の

2ヵ年と最後の 2ヵ年だけが掲げられている。

さらにドヅプは，制度的問題に言及している。資本主義経済が，高度な成長

率政策を維持しえないのに，社会主義計画経済が，ぞれを達成しうるというこ

とについては理由がある。すなわち個々の実業家たちは，その投資政策を立て

るにさいして，先のととを見通すことができないということである。そしてこ

のことは，個人的なことではなしそれぞれの意志決定者が}非計画的な，完

全に自由な組織のなかにおかれているためである。

V 朝鮮の 1理論家の見解

ドップの開発論を一言でいうならば，社会主義的な重工業優先の理論である。

重工業を先導とし，軽工業と農業をこれに均衡させながら，経済発展を行おう

とするものである。けれどもすでに他の個所でのべたように，農民が人口申 70

0/0， 80 '70をしめる低開発国においては，重工業優先といっても特殊の形をとら

なければならない。中国の農業基礎論などそのひとつであるという乙とができ

ょう。ところで同じように反封建，反帝闘争によって革命をなしとげた低開発

国におし、ても， その経済建設の型は必ずしも 1つではない。 ここでは 1964年

朝鮮民主主義人民共和国の首都平壌で開催された経済セミナーで発表された朝

鮮の理論家南春華民の見解にふれてみるととにする九

8) 南春季!朝鮮民主主義人民共和国における目立的民族経済の建設について (rA. A経済委員全
会報J1964年8月号)。
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周知のように，朝鮮はアメリカ帝国主義の言語に絶する破壊からその建設を

開始しなければならなかった。民族経済の復興のために. 1954年から 1956年

にかけて朝鮮人民は，物資，設備，労働力の不足とにうちかっという仕事に従

事しなければならなかった。朝鮮の人民は，煉瓦や地中に埋もれた鉄屑1つ1

つ集める仕事からはじめたのである。戦争直後共和国は，社会主義国から援坊

を受けた。これは勿論大きな助けとなったけれども，当時においてすら朝鮮人

民は，基本的には外国からの援助に頼る考えを否定し，自分自身の努力と圏内

資源に依存して，ひとつひとつ白主的民族経済の基礎をすえようとした。中国

のいわゆる自力更生である。これらの努力は蓄積源を増加させ，自らの力で着

実に資本財建設の投資を増加させるのを可能にした。 3拘年計画は成功裏に達

成吉れた。きらに進んで共和同位 57年から 61年にかけて 5ヵ年計画を実施し

た。 5 ヵ年計画の中心的課題は，工業化の基礎守しっかり据え，同時 I~食糧，

衣服，位宅の問題を基本的に解決することであった。 r最大の増産と最大の効

率性」というスローガンの下に 5ヵ年計画は4ヵ年でかなり超過達成された。

共和国はしっかりした自立的民族経済の基礎をもった社会主義的工業，農業国

になったのである。次いで 1961年から 67年にいたる 7ヵ年計画が実施された。

7ヵ年計画を通じて技術的文化的革命が実施され，共和国は近代的工業同に変

貌するはずである。

自立的民族経済を建設する上で，もっ ιも重要な問題の 1つは，いかにして

重工業と軽工業，農業などの重要な民族経済の分野の発展を調整し，またし、か

なる結末がその発展の結果として生ずるか，という問題である。金日成首相の

主張した路線は，重工業優先と軽工業と農業も発展させるというものであった。

乙の路線は，工業と農業との均衡のとれた発展を確実にして急速な工業化をも

たらし，蓄積と生産的建設の優位佐世支えながら，着実に人民の生活水準をひ

き上げることを可能にしたのである。

(1)重工業

重工業は民族経済の発展の基礎である。強力な重工業の建設なしには，民族
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経済を近代技術で装備することも，国の自主的経済の基礎壱固めることも不可

能である o 共和国の人民は，民族経済の発展にとって必要とするあらゆる種類

の生産手段を生み出す要請に十分にこたえる主うに，しっかり自立的な重工業

を建設するのにあらゆる努力壱傾けた。かつて共和国は，原料と半製品壱作り

出す部門しかもたず，おまけにこれらの部門も戦争で荒廃してしまった。その

上物資と資金が不足した。その当時の状況からしては，自分自身の重工業を創

り出すことは，きわめて困難な状況であった。そιC重工業優先といっても無

理な方法はさけられた。最小限の資金を要するだけで復興し効果的に軽工業と

農業の発展と人民の生活改善に役立ちうるような経済分野を選んでは，徐々に

重工業を発展させるという政策が採用された。重点をおかれた重工業主いえば，

化学肥料，農業機械，濯?既設備などの農業生産に必須なもの，紡織機，食品加

工機，船舶，漁業設備など軽工業の発展に不可欠なもの，構築用形鋼，その他

住宅建設に必要な建設資材であった。これが重工業の基礎壱据えることを可能

にし，同時に急速に人民の生活壱改善するのを助けた。重工業発展の過程で，

工業の内部蓄積が進み，技術も発展して次第に大規模な工場の建設と新しい工

業分野の創設を可能にした。

重工業を発展させる」コで，重工業の核心ともいうべき機械製造工業の拡張に

特別の注意が払われた。ある人々は，共和国は資源開発産業に制限した方がう

まくゆくし，何の伝統ももたない機械製造工業を開発する必要はないと主張し

た。また他のある人々は， トラグターとかトラックのような産業は建設に多〈

のコ旦トを要する上に，年間 1万台でなければひき合わ白ものであれ従って

外国から輸入した方が採算にあうのだと主張した。結局このような主張ははね

のけられ，あらゆる困難を克服して機械製造業号発展させた。自分たちの必要

とする機械を買うことができない状況で，自らの力でその機械を補充し，ひと

つひとつ機械製造工業を作りあげた。共和国はその基礎として小規模の修理工

場を使って新しい生産分野を切り拓かなければならなかった。トラクターとト

ヲヅクの生産が最初に組織されたのは，この方法によってである。共和国の人
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民は，高い技術水準に要する機械製造業の発展のために，懸命に近代技術の獲

得に励み，技術に関する神秘主義壱っき破って大胆に技術革新をもたらすよう

な大衆動員を発展させた。

自国の原料基礎に支援されない工業は不安定で，その国の経済開発の要求に

合致しに自らの主導権をもとにして発展させられえなし」したがって共和国は

その努力を，自立的な重工業基地の創設に際して，豊富な天然資源と原料資材

に依拠した生産工場の建設に向けた。現在朝鮮民主主義人民共和国は，電力，

石炭，冶金，化学，建築材料，機械製造などの新しい技術を装備し，発達して

いて同内の豊富な資源k依拠した諸産業を包括したすへての鍵となる重工業の

塞礎を固めているの

(2) 軽工業

自力による重工業基地を築きあげる問題と合せて，人民の消費物資需要に応

える基地を創設することは，植民地から自分を解放した固にとって重要な課題

である o 過去には，共和国では軽工業はひどく立ちおくれていたし，伝統的な

手工業さえも完全に零落していた。こうした状況のもとで，人民の古まぎまな

需要に合わせて消費物資生産を自力で発展させることは，決して容易な仕事で

はなかった。物資と資金が制限され技術も貧弱な戦後の一定期閉じ，近代技術

で装備された大規模工場を建設することだけでは，人民の生活の急速な改善を

確実にすることはできない。消費物資生産の迅速な発展の方法として，中小規

模の地方工場壱軽工業生産で中心的な大規模企業と併行して発展させ，近代的

な技術と結合して手工業の技術さえも利用する，という路線が採用された。こ

の路線は中小規模の地方工場を短時日に大々的に作りあげ，国家資金を余り分

散させることなく，各地方の使われていない資材と労働力を最大限に動員し，

大衆消費物資の生産の急速な上昇をもたちすのを，可能としたのである。こん

にちいかなる都市と地方にも 10以上の地方工業が稼動しており，地方工業は消

費物資生産総額の半分以上を生産している o 経験によると，大規模工業と併行

して中小規模の工場を発展させることは，法則として消費物資を生産する上で
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非常に合理的である。というのは，そうすることによってのみ，国のいたると

こ与にあるさまざまな原料を加工し，人民のさまざまな需要にあわせる，とい

う軽工業の特徴的な性格に合致した生産を発展させることができるからである ω

(3) 農業

地方での農業協同化の完成が.農業の生産刀告発展させる上で広い大道をき

り開いたのであるが，集団農場を固めかつ発展させ，そのすぐれた性格を十分

に発揮させるためには，地方経済を新しい原料・技術基礎の上に据えることが

必要であった。したがって，地方の集団化を遂行する一方，技術革新を進める

のにちゅうちょしなかコたo 地方での技術羊新を遂行するに際しては，一方で

機械化，電化，化学化を活発に推進しながら，水利化を優先させた。工業とち

がって農業は，かなりの程度まで自然的・地理的条件に依存している。， ，か

らして農業のしっかりした基礎を据えるためには，自然を作り変える計画壱遂

行し，かんばっと洪水にうちかつことは何にもまして重要である。とくに朝鮮

のように米作が大きな比重を占めていて，深刻なかんばっや洪水が毎年起るよ

うなところでは，精力的に濯翫，河川改良3 植林，貯水池などの計画を遂行す

ることこそ高率で安定した生産と農業生産の着実な成長のための基本的な保証ー

となった。解放直後非常な力を傾けてきた地方での湛瓶事業は，戦後国民的規

模で採用された。

地方経済の急速な機械化のために，共和国は数多くの近代的な大規模な機械

4 を着実に増大させ，同時に動物のひっぱる機械や中小規模の機械を動員し，利ι

用するよう努力してきた。共和国はまた，地形的条件と合致した機械化を推進

することにも注意を払ってきた。

地方経済の発展，とくに田舎での技術的革新の遂行は，国家の積極的な援助会

で推進させられた。いうまでもなく，過去の朝鮮は遅れた農業国で，農民は人

口の半分を占めてし、たので，田舎に民族経済を創設するために，初期にはいく

らかの資金と労働力を廻わさねばならなかった。しかし工業の基礎をつくり山、

して，共和国は地方経済に固有企業の物質的・技術的援助を着実に増大させる
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という路線をとった。集団農場に直接的な形で近代的な機械と技術を売らなか

ったが，農業機械ステーγ ョン. j事瓶事務，その他国有企業が一貫して拡大し，

J強化して，全人民の所有である近代的な物質的・技術的な資材に，農業生産で

指導的役割を演じさせた。

(本論は機関研究費による研究の lつである。)


